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⚫ 策定の趣旨

平成17年3月に総務省が「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（新指針）を策定。

財政の健全化を図り、地方分権の時代にふさわしい自主・自立の行財政システムを確立することが緊急の課題であるとの認識に立ち、

「新指針」に基づき、平成18年3月に「伊豆の国市行財政改革大綱」を策定した。

⚫ 計画期間

あ

⚫ 基本方針

➢（参考）地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（一部抜粋）

１ 行政改革大綱の見直し

行政組織運営全般について、PDCAサイクルに基づき不断の点検を行いつつ、本指針を踏まえ、新たな行政改革大綱等の策定又は従来の行政改革大綱の見直しを

行うこと。

２ 集中改革プランの公表

行政改革大綱に基づき具体的な取組を集中的に実施するため、①から④、⑦から⑨までに掲げる事項を中心に平成17年度を起点とし、おおむね平成21年度まで

の具体的な取組を住民にわかりやすく明示した計画「集中改革プラン」を平成17年度中に公表すること。

その際、可能な限り目標の数値化や具体的かつ住民にわかりやすい指標を用いることとし、特に、定員管理の適正化計画については、退職者数及び採用者数の

見込みを明示し、平成22年4月1日における明確な数値目標を掲げること。

なお、平成17年度に合併を行う予定である市町村については、合併後の行政体制の整備の状況を見極めつつ適切に対応すること。

①事務・事業の再編・整理、廃止・統合 ②民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む） ③定員管理の適正化

④手当の総点検をはじめとする給与の適正化 ⑦第三セクターの見直し ⑧経費節減等の財政効果 ⑨その他

１ 第1次伊豆の国市行財政改革大綱（概要）

平成17年度
（2005年度）

平成18年度
（2006年度）

平成19年度
（2007年度）

平成20年度
（2008年度）

平成21年度
（2009年度）

伊豆の国市行財政改革大綱

4

効率的な
行政運営
の推進

市民に信頼
される行政
運営の推進

健全な財政
運営の推進

職員の資質
向上と意識
改革の推進

1 2 3 4



⚫ 策定の趣旨

第1次行財政改革大綱の計画期間の最終年度においても、平成17年に示された「新指針」の趣旨が継続されていたこと、社会情勢の急

激な変化や、地方分権の加速などにより、地方自治体を取り巻く状況がより一層厳しい状況となることが見込まれることから、第1次行

財政改革大綱の基本方針等を継続し、第2次行財政改革大綱を策定した。

また、行財政改革大綱の行動計画となる集中改革プランの見直しと併せ、基本方針等に掲げる各項目の内容を見直した。

⚫ 計画期間と構成

⚫ 基本方針と基本方針を遂行するための推進項目

２ 第2次伊豆の国市行財政改革大綱（概要）

平成22年度
（2010年度）

平成23年度
（2011年度）

平成24年度
（2012年度）

平成25年度
（2013年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

第2次伊豆の国市行財政改革大綱

行動計画（集中改革プラン）

5

（延長）

（延長）

市民に信頼
される行政
運営の推進

2

効率的な
行政運営
の推進

1

健全な財政
運営の推進

3

職員の資質
向上と意識
改革の推進

4

◼ 事務事業の見直し

◼ 民間委託等の推進

◼ 補助金等の整理合理化

◼ 公共施設等の見直し

◼ 組織・機構の見直し

◼ 定員管理及び給与等の適正化

◼ 公営企業の経営合理化の推進

◼ 市民への情報提供

◼ 市民と行政との協働の推進

◼ 行政サービスの向上

◼ 事務処理の適正化

◼ 経費の節減

◼ 市税等収入の確保

◼ 受益者負担の適正化

◼ 市債の適正化

◼ 人材の育成

◼ 意識改革の推進



２ 第2次伊豆の国市行財政改革大綱（体系図）
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行財政改革大綱

１ 効率的な行政運営の推進

２ 市民に信頼される行政運営の推進

４ 職員の資質向上と意識改革の推進

３ 健全な財政運営の推進

事務事業の見直し

民間委託等の推進

補助金等の整理合理化

公共施設等の見直し

組織・機構の見直し

❶ 行政評価システムの導入
➋ イベント等の見直し

❶ 指定管理者制度の推進

❶ 補助金等の見直し
➋ 負担金等の見直し

❶ 未利用資産等の活用及び処分
➋ 空き会議室等の効率的な利用についての検討
➌ 図書館のあり方についての検討
❹ 学校給食センターのあり方についての検討
❺ 保健センターのあり方についての検討
❻ し尿処理し越の統合

❶ 行政組織の見直し
➋ 分掌事務の見直し
➌ プロジェクトチームの設置体制の構築
❹ 消防団施設等の見直し
❺ 投票所の見直し

定員管理及び給与等の適正化

公営企業の経営合理化の推進

市民への情報提供

市民と行政の協働の推進

❶ 定員管理の適正化
➋ 給与等の見直し
❸ 特別職の給与等の見直し

❶ 給水サービスの向上
➋ 水道料金の統一

❶ 職員による出前講座制度の構築
➋ 市民ご意見箱の活用
➌ ホームページの充実

❶ 市民との共同による環境美化の推進
➋ 男女共同参画の推進

行政サービスの向上

事務処理の適正化

経費の削減

市税等収入の確保

❶ 時間外勤務手当の縮減
➋ 環境活動行動計画の推進による光熱費等の削減
➌ 各種業務のシステム開発の推進

受益者負担の適正化

市債の適正化

人材の育成

意識改革の推進

❶ 職員研修の充実
➋ 人事評価制度の導入

❶ 職員提案制度の推進

基本方針を遂行するための推進項目 具体的な取組

行動計画（集中改革プラン）

基本方針

❶ ユニバーサルデザインの推進
➋ 各種健（検）診の実施体制の見直し
➌ 各種申請、届出の電子申請システム化の推進

❶ パブリックコメント制度の創設
➋ 情報セキュリティの強化

❶ 滞納処分の迅速化による収納率の向上
➋ インターネット公売の実施
➌ 有料広告制度の推進

❶ 時間外勤務手当の縮減
➋ 環境活動行動計画の推進による光熱費等の削減
➌ 各種業務のシステム開発の推進
❹ 下水道使用料の見直し

❶ 公債費比率の適正化



⚫ 策定の趣旨

平成29年3月に策定した「第2次伊豆の国市総合計画」では、行政改革について、基本方針7「みんなで創る伊豆の国市」の施策の大綱

7-2「効率的な行財政運営の推進」に位置付けている。

また、行財政改革大綱と行動計画は、第2次総合計画を推進する役割を担うことから、基本構想を着実に推進して行くために定めた3つ

の行政運営の姿勢を踏まえ、第3次行財政改革大綱を策定した。

⚫ 計画期間と構成

⚫ 基本方針

⚫ 改革への取組

３ 第3次伊豆の国市行財政改革大綱（概要）

平成30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和2年度
（2020年度）

令和3年度
（2021年度）

令和4年度
（2022年度）

令和5年度
（2023年度）

令和6年度
（2024年度）

令和7年度
（2025年度）

第3次伊豆の国市行財政改革大綱

前期行動計画

7

後期行動計画

真に必要な
行政サービス

の提供

市民等との
協働と情報

共有

効率的・
効果的な
行財政運営

職員の資質
向上と意識

改革

1 2 3 4

行政の
取り組み

市民への
アプローチ

◼ 行政運営の見直し

◼ 行政サービスの見直し

◼ 安定した歳入の確保

◼ 職員力の強化

◼ 分かりやすい情報提供

◼ 市民ニーズの把握

◼ 市民活動の推進

◼ 市民力の活用



３ 第3次伊豆の国市行財政改革大綱（体系図・前期行動計画①）
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行財政改革大綱

１ 市民へのアプローチ

２ 行政の取り組み

わかりやすい情報提供

市民ニーズの把握

市民活動の推進

市民力の活用

❶ わかりやすい財務諸表の公表
➋ 市民ニーズに応じたわかりやすい情報の提供
❸ 市政情報の提供

行政サービスの見直し

安定した歳入の確保

改革への取組 具体的な取組

前期行動計画（平成30年8月策定）

基本方針

❶ 人材育成の推進
➋ ワーク・ライフバランスの実現の推進

真に必要な
行政サービス

の提供

1

市民等との協
働と情報共有

2

効率的・
効果的な
行財政運営

3

職員の資質向
上と意識改革

4

❶ パブリックコメントの推進
➋ 市民アンケートの活用

❶ 市民提案型パートナーシップ事業の推進
➋ 生活支援体制整備事業の推進
❸ 民間との協働による立地適正化計画の推進

❶ 行政評価制度の導入及び推進
➋ 市営住宅管理における指定管理者制度の導入
❸ 窓口サービスの見直しと効率的な事務運営
❹ 文化施設管理における指定管理者制度の導入
❺ 文化施設の機能統合
❻ 官民連携による健全な道路等維持管理
❼ 下水道事業における官民連携事業の検討と実施
❽ 体育・スポーツ公園施設における指定管理者制度の導入
❾ 水道事業におけるコンセッション事業の推進

❶ 広報編集業務の民間委託
➋ 負担金等の見直し
❸ 補助金等の見直し
❹ 斎場の整備
❺ し尿処理施設の統合
❻ 未利用資産の活用及び処分
❼ 国保事業の財政収支の改善その１
❽ 国保事業の財政収支の改善その２
❾ 資源循環センター農土香の適正な運営
❿ スポーツ施設の使用料に関する減免規定の見直し
⓫ 体育・スポーツ公園施設のインターネット施設予約の導入

❶ ふるさと納税による財源の確保
➋ 納税対策の強化
❸ 社会教育施設の貸し出し制限の緩和
❹ 社会教育施設、文化施設の減免規定の見直し
❺ ごみ処理手数料の見直し

行政運営の見直し

❶ 市民活動団体等登録制度の推進
➋ 耕作放棄地の解消
❸ 消防団員の確保

職員力の強化



３ 第3次伊豆の国市行財政改革大綱（体系図・前期行動計画②）
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❶ 人材育成の推進
➋ 仕事と子育ての両立に向けた取組

❶ 補助金等の見直し
❷ 体育・スポーツ公園施設のインターネット施設予約の導入
❸ 国保事業の財政収支の改善

❶ ふるさと納税による財源の確保
➋ 納税対策の強化
❸ 社会教育施設の貸し出し制限の緩和
❹ ごみ処理手数料の見直し
❺ 社会教育施設、文化施設の減免規定の見直し
❻ スポーツ施設の使用料に関する減免規定の見直し

２ 行政の取り組み
行政サービスの見直し

安定した歳入の確保

行政運営の見直し

職員力の強化

真に必要な
行政サービス

の提供

1

市民等との協
働と情報共有

2

効率的・
効果的な
行財政運営

3

職員の資質向
上と意識改革

4

❶ 市民ニーズに応じたわかりやすい情報の提供
➋ 積極的な情報公開の推進
❸ わかりやすい財政状況の公表

１ 市民へのアプローチ

わかりやすい情報提供

市民ニーズの把握

市民活動の推進

市民力の活用

❶ パブリック・コメントの実施方法の構築
➋ 新たな市民アンケート方法の構築

❶ 市民提案型パートナーシップ事業の推進
➋ 市民活動団体等登録制度の推進

❶ 消防団活動維持のための機能別分団の創設
➋ 民間との協働による適切な公園維持管理の推進
❸ 荒廃農地の発生防止と解消

❶ 行政評価制度の導入及び推進
➋ 文化施設管理における指定管理者制度の導入適否判断
❸ 体育・スポーツ公園施設における指定管理者制度の導入適否判断
❹ 官民連携による適切な道路等維持管理
❺ 伊豆エメラルドタウン水道事業創設認可の取得
❻ 下水道事業における官民連携事業の検討と実施
❼ マイナンバーカードの交付促進
❽ 未利用資産の活用及び処分
❾ 地域共生社会に向けた包括的支援の取組推進
❿ 斎場の整備
⓫ し尿処理施設の統合
⓬ 資源化施設の統合

行財政改革大綱

改革への取組 具体的な取組

前期行動計画（令和元年11月改定）

基本方針

令和元年度第1回行財政改革推進委員会での意見を受け、現状と課題の把握及

びアウトカムの精査を行い、具体的な取組の内容を見直した
改定の概要

改定個所は赤字



３ 第3次伊豆の国市行財政改革大綱（体系図・前期行動計画③）
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❶ 人材育成の推進
➋ 仕事と子育ての両立に向けた取組

❶ 補助金等の見直し
❷ 体育・スポーツ公園施設のインターネット施設予約の導入判断
❸ 国保事業の財政収支の改善

❶ ふるさと納税による財源の確保
➋ 納税対策の強化
❸ 社会教育施設の貸し出し制限の緩和
❹ ごみ処理手数料の見直し
❺ 社会教育施設、文化施設の減免規定の見直し
❻ スポーツ施設の使用料に関する減免規定の見直し

２ 行政の取り組み
行政サービスの見直し

安定した歳入の確保

行政運営の見直し

職員力の強化

真に必要な
行政サービス

の提供

1

市民等との協
働と情報共有

2

効率的・
効果的な
行財政運営

3

職員の資質向
上と意識改革

4

❶ 市民ニーズに応じたわかりやすい情報の提供
➋ 積極的な情報公開の推進
❸ わかりやすい財政状況の公表

１ 市民へのアプローチ

わかりやすい情報提供

市民ニーズの把握

市民活動の推進

市民力の活用

❶ パブリック・コメントの実施方法の構築
➋ 新たな市民アンケート方法の構築

❶ 市民提案型パートナーシップ事業の推進
➋ 市民活動団体等登録制度の推進

❶ 消防団活動維持のための機能別分団の創設
➋ 民間との協働による適切な公園維持管理の推進
❸ 荒廃農地の発生防止と解消

❶ 総合計画の進捗管理方法の構築
➋ 文化施設管理における指定管理者制度の導入適否判断
❸ 体育・スポーツ公園施設における指定管理者制度の導入適否判断
❹ 官民連携による適切な道路等維持管理
❺ 伊豆エメラルドタウン水道事業創設認可の取得
❻ 下水道事業における官民連携事業の検討と実施
❼ マイナンバーカードの交付促進
❽ 未利用資産の活用及び処分
❾ 地域共生社会に向けた包括的支援の取組推進
❿ 斎場の整備
⓫ し尿処理施設の統合
⓬ 資源化施設の統合に向けた準備

行財政改革大綱

改革への取組 具体的な取組

前期行動計画（令和2年12月改定）

基本方針

令和2年度第3回行財政改革推進委員会で意見を受け、期間中に達成困難な取

組や継続困難な取組を見直した
改定の概要

改定個所は赤字



３ 第3次伊豆の国市行財政改革大綱（体系図・後期行動計画）
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２ 行政の取り組み

真に必要な
行政サービス

の提供

1

市民等との協
働と情報共有

2

効率的・
効果的な
行財政運営

3

職員の資質向
上と意識改革

4

❶ 市民ニーズに応じた情報提供
➋ 積極的な情報公開の推進

１ 市民へのアプローチ

わかりやすい情報提供

市民ニーズの把握

市民活動の推進

市民力の活用

❶ 対話による広聴活動の充実
➋ 意見聴取チャネルの充実

❶ 市民活動団体間の連携推進

❶ 市民・地域との協働
➋ 企業との連携・協働

❶ 効率的な行政運営
➋ 健全な財政運営の堅持
❸ 保有資産の最適化
❹ 広域連携の強化

行政運営の見直し

行政サービスの見直し

安定した歳入の確保

職員力の強化

❶ 徴収対策の強化
➋ ふるさと納税・クラウドファンディングの活用

❶ ICTを活用した行政手続の推進

❶ 働きやすい職場環境の構成
➋ 職員の意識改革
❸ 柔軟な働き方の実現

行財政改革大綱

改革への取組 具体的な取組

後期行動計画

基本方針



４ 年表

年月 主体 事項 備考

平成17年（2005年）3月 総務省
「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（新指針）を
策定

平成17年（2005年）4月 伊豆の国市 伊豆長岡町、韮山町、大仁町が合併して、伊豆の国市が誕生

平成18年（2006年）3月 伊豆の国市 「伊豆の国市行財政改革大綱」及び「行動計画」を策定

平成19年（2007年）3月 伊豆の国市 「第1次伊豆の国市総合計画」を策定

平成18年（2006年）8月 総務省 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」を策定 新指針に追加

平成22年（2010年）3月 伊豆の国市
「第2次伊豆の国市行財政改革大綱」及び「行動計画（集中改革プラン）」
を策定

平成24年（2012年）3月 伊豆の国市 「第1次伊豆の国市総合計画後期基本計画」を策定

平成27年（2015年）8月 総務省 「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」を策定

平成29年（2017年）3月 伊豆の国市 「第2次伊豆の国市総合計画」及び「前期基本計画」を策定

平成30年（2018年）8月 伊豆の国市 「第3次伊豆の国市行財政改革大綱」及び「前期行動計画」を策定

令和元年（2019年）11月 伊豆の国市 「第3次伊豆の国市行財政改革大綱前期行動計画」を改定
令和元年度第1回行財政改革推
進委員会での意見を受け、行
動計画を見直し

令和2年（2020年）12月 伊豆の国市 「第3次伊豆の国市行財政改革大綱前期行動計画」を改定
令和2年度第3回行財政改革推
進委員会で意見を受け、一部
取組を見直し

令和4年（2022年）3月 伊豆の国市 「第2次伊豆の国市総合計画後期基本計画」を策定

令和5年（2023年）3月 伊豆の国市 「第3次伊豆の国市行財政改革大綱後期行動計画」を策定

12



総合計画の概要及び
第3次伊豆の国市総合計画の骨子
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１ 総合計画（概要）

14

⚫ 総合計画とは

目指す未来の伊豆の国市の姿と、その実現のためにどんな取り組みを進めていくのかという方向性を示す、基本的方針となるもの

⚫ 総合計画の役割

• 市や市民、地域、団体、企業などが連携し合い、協働でまちづくりを進めていく際の指針となるもの

• 限られた財源を効率的に使い、効果的に政策を進めていくための指針となるもの

• まちづくりにおける市の最上位計画

⚫ 第3次総合計画策定の経緯

将来像（目指す未来の伊豆の国市の姿）の実現に向け、第2次総合計画に基づき、まちづくりを進めてきたが、令和7年度をもって第2

次総合計画の計画期間が終了する。

このことから、これまでの取組の進捗状況や社会情勢の変化を踏まえつつ、長期的な視点に立ち、総合的かつ計画的なまちづくりを進

めるため、新たに第3次総合計画を策定する。

⚫ 総合計画の構成と第3次総合計画の計画期間

令和8年度
（2026年度）

令和9年度
（2027年度）

令和10年度
（2028年度）

令和11年度
（2029年度）

令和12年度
（2030年度）

令和13年度
（2031年度）

令和14年度
（2032年度）

令和15年度
（2033年度）

第3次総合計画

前期基本計画 後期基本計画

•  将来像
• まちづくりの基本目標

• 施策の基本的な方向性
• 体系

総合計画

……

……

基本構想

基本計画



２ 第3次伊豆の国市総合計画の骨子
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策定の趣旨

序論

総合計画の概要

◼ 役割
• 市の最上位計画
• まちづくりの指針となるもの

◼ 期間
• 令和8年度～令和15年度

◼ 構成
• 基本構想
• 基本計画

市民の声

目指すまちの姿（まちの将来像）

基本構想

まちづくりの基本目標

計画の将来フレーム

◼ 将来人口の推計
◼ 土地利用の基本方針と土地利用構想

伊豆の国市を取り巻く社会情勢

基本計画

横断的な視点

◼ SDGsの推進
◼ DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進
◼ GX（グリーン・トランスフォーメーション）の推進

分野別の政策

⚫ 子育て分野
⚫ こども・教育分野
⚫ 教育分野
⚫ 生涯学習・歴史文化芸術・スポーツ分野
⚫ 保健・医療分野

⚫ 地域福祉分野
⚫ 包括的支援分野
⚫ 防災分野
⚫ 市民安全分野

⚫ 商工・雇用分野
⚫ 農業分野
⚫ 観光・シティプロモーション分野
⚫ 市民活躍分野

⚫ 自然・生活環境分野
⚫ 循環型社会分野
⚫ 水環境分野
⚫ まちなみ形成分野
⚫ 交通・道路分野

◼ 市民アンケート
◼ 中学生・高校生アンケート
◼ 市民ワークショップ

こどもも大人も、豊かに学び、
自分らしく健やかに暮らせるまち

地域で互いに支え合い、
誰もが安全で安心して住み続けられるまち

経済が循環し、にぎわいや交流が増え、
市民一人ひとりが活躍するまち

ひとと自然が共生し、
持続可能で豊かな暮らしができるまち

１

2

3

4

歴史が息づき、未来にわたり誰もが

幸せに暮らせるまち 伊豆の国

基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

総合計画の推進にあたって

◼ 持続可能で柔軟な行財政運営
◼ PDCAサイクルによる進捗管理

次期行財政改革大綱を総合計画に含める場合、
この部分に記載することになる



〈参考〉
伊豆の国市を取り巻く社会情勢と

市の現況
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１ 伊豆の国市を取り巻く社会情勢

17

◼ 国の人口は、2008年をピークに減少を続けており、2023年には合計特殊出生率が1.20と過去最低を記録し、65歳以上の人
口割合は約29.0％まで上昇している

◼ 伊豆の国市は、2020年に65歳以上の人口のピークを迎え、2023年には出生数が200人を割り込んでおり、生産年齢人口（15
歳から64歳）の減少による経済の衰退、医療・介護サービスの需要の高まりによる供給不足、地域コミュニティの希薄化や公
共交通の縮小など、様々な課題を引き起こすことが懸念されている

少子化・超高齢化の進行

自然災害リスクの増大

地域経済の変化

社会のグローバル化の
進展

インフラの老朽化

デジタル技術の進化

気候変動問題への対応

◼ 近年、台風や豪雨、地震等の自然災害が激甚化・頻発化しており、 2024年元旦には能登半島地震が発生、2024年8月には南
海トラフ臨時情報が初めて発表されるなど、大規模自然災害のリスクに対する関心が高まっている

◼ 伊豆の国市においても、2019年の台風19号によって市内各所が大きく被災し、2024年6月にも大雨による被害が発生した

◼ 2019年12月以降の新型コロナウイルス感染症の流行は、インバウンド需要の激減、宿泊・飲食店等の営業の自粛や外出の機
会の減少等により、伊豆の国市の経済にも大きな打撃を与えた

◼ 2023年に入り、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが5類へと変更され、人流や宿泊・飲食サービスの需要の
回復は進んだが、資材価格の高騰や物価・賃金の上昇、労働力不足により、依然として厳しい状況が続いている

◼ 市内事業所の9割以上を占める中小企業・小規模事業者では特に、事業主の高齢化や後継者不足の問題が深刻化している

◼ 世界全体で温室効果ガスの排出と吸収の均衡に向けた取組が加速しており、特に、2016年のパリ協定では、国際的な目標と
して、世界の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて2℃より低く保ち、1.5℃に抑える努力をすることが掲げられている

◼ 国が「2050年カーボンニュートラル」の実現を目指し、脱炭素社会・循環経済・分散型社会への3つの移行を加速させる中、
伊豆の国市も、2021年3月18日の市長記者会見で「伊豆の国市気候非常事態宣言及び脱炭素宣言」を表明した

◼ 国内における人口減少傾向が続く一方、外国人の人口は、2024年1月1日時点で初めて300万人を超え、過去最多となった

◼ 国内の外国人労働者数も、2023年10月末時点で約205万人と過去最高を更新し、全雇用者の約3.4％を占めるまでに存在感が
高まっている

◼ 2024年の出入国管理法等の改正により、2027年までに技能実習制度が廃止され、新たに育成就労制度が導入されること、特
定技能制度の受入分野の拡大など、外国人雇用の制度も大きく変化していく

◼ 高度経済成長期に集中的に整備された社会インフラの多くが老朽化し、更新の時期を迎えており、伊豆の国市においても、イ
ンフラの維持管理や更新にかかる費用の増大が懸念されている

◼ 人口予測、財政の見込み、今後の更新費用の推計、市民のニーズや運営状況を考慮して、効率的に整備・維持管理を行い、将
来負担を軽減しなければならない

◼ IoT技術やAI等のデジタル技術は急速に進化しており、特に、2022年頃からは生成AIが急速に普及した

◼ 業務の効率化や新たなビジネスモデルの構築、リモートワークやオンラインサービスの利用が一般化するなど、企業や個人の
間でのデジタル技術の導入が進んでいる

◼ 一方で、デジタル技術の進展は、DXを推進するためのデジタル人材の不足や、情報の発信源を確認する意識が低いことによる
偽・誤情報の拡散、デジタルデバイド等の問題も引き起こしている



２ 市の現況（人口の推移）
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総人口の推移

本市の人口は、1995年までは増加していたが、2000年から減少に転じ、

2020年の国勢調査時には46,804人まで減少した。

なお、静岡県推計人口における2025年1月1日時点の人口は、44,649人

であった。

（人）

【出典】2020年までは国勢調査（総務省）、2025年は静岡県推計人口（1月1日時点）

総人口の
ピーク

人口ピラミッド

第1次ベビーブームの人口、そのこども層である第2次ベビーブームの人

口が多い。

近年の出生数は減少傾向にある。

高齢になることで死亡する方が急激に増え、人口減少になる年次が近づい

ている。

【出典】住民基本台帳（2025年1月1日）
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２ 市の現況（人口の推移）

【出典】住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省）
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【出典】住民基本台帳（各年1月1日～12月31日）

（人）

転出入の状況

本市では、1999年から2015年までは、2010年と2011年を除き、転入数

が転出数をやや上回る「社会増（転入超過）」で推移した。

しかし、2016年以降は、2021年と2022年を除き、転出数が転入数を上

回る「社会減（転出超過）」となっている。

出生数と死亡数の推移

本市の年間出生数は、出生率の低下や10代から30代までの転出超過等の

影響により減少傾向であったが、死亡数が出生数を下回っていたため、

2004年までは「自然増」で推移していた。

しかし、2005年には、死亡数が出生数を上回る「自然減」に転じ、それ

以降、出生数はさらに減少、死亡数はさらに増加傾向が続き、その差は拡

大傾向にある。
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２ 市の現況（人口の推移）

【出典】住民基本台帳（各年1月1日～12月31日）
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外国人の人口

近年、本市の外国人の人口は増加傾向にあり、2016年以降は新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響を受けた2021年と2022年を除き増加している。

（参考）国別の外国人の人口の内訳
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